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　令和 4 年 11 月 18 日に公布された「港湾法の一部を
改正する法律」（令和 4 年法律第 87 号。以下「改正法」
という。）及び港湾法施行令ほか関係政令が一部改正さ
れ、12 月 16 日に施行されました。

〈改正法の概要〉

1．港湾における脱炭素化の推進
　港湾は、輸出入貨物の 99.6％が経由する国際サプラ
イチェーンの拠点であり、その周辺地域を含めれば、
我が国の二酸化炭素排出量の約 6 割を占める産業の多
くが立地する地域です。2050 年カーボンニュートラ
ル及び 2030 年度温室効果ガス 46％排出削減の実現に
向けた動きが加速する中、我が国の港湾及び臨海部産
業の競争力の強化並びに脱炭素社会の実現に貢献する
ため、官民の関係者が連携して計画的かつ効果的に港
湾における脱炭素化に取り組む必要があります。
　このため、官民の連携による脱炭素化の促進に資す
る港湾の効果的な利用を推進するため、港湾管理者が
港湾脱炭素化計画を作成することができるとするととも
に、同計画の目標を達成するため、港湾管理者が定め
る区域内における構築物の用途規制を柔軟に設定する
ことができるとする等の措置を講ずることとしました。

　・�港湾施設の定義の見直しについて（法第 2 条第 5
項関係）

　・�港湾脱炭素化推進計画の作成について（法第 50 条
の 2 及び第 50 条の 4 関係）

　・�港湾脱炭素化推進協議会について（法50条の3関係）
　・脱炭素化推進地区について（法第 50 条の 5 関係）

2．�パンデミックや災害時における港湾機能の確実な
維持

　一昨年の国際クルーズ船内における感染症の感染拡
大により、港湾機能に大きな支障が生じました。この
教訓を踏まえ、感染症の感染拡大等の新たなリスクが
発生した場合においても港湾機能を確実に維持するた
め、国が港湾管理者を支援する体制を強化する必要が
あります。

　このため、非常災害時に、港湾管理者からの要請に
基づいて国が港湾施設の管理を行うことができる制度
について、その対象となる事象の範囲を、世界的規模
の感染症の流行その他の港湾の機能を著しく損なうお
それのある事象に拡大することとしました。

　・他人の土地への立入り関係（第 55 条の 2 の 2 関係）
　・�非常災害等の場合における国土交通大臣による港

湾施設の管理関係（法第 55 条の 3 の 3 関係）

3．民間活力を活用した港湾空間の魅力向上
　地域の交流拠点としての役割を担う港湾の緑地又は
広場（以下、緑地等）の老朽化や魅力の低下等に対応す
るため、民間の活力を最大限活かして、緑地等の再整
備と魅力向上を効果的に推進する必要があります。
　このため、港湾の緑地等において、カフェ、レスト
ラン等の収益施設を整備するとともに、当該施設から
得られる収益を還元して当該緑地等の再整備を行う民
間事業者に対し、港湾管理者が行政財産である緑地等
の貸付けを行うことを可能とする認定制度を創設する
こととしました。

　・�港湾環境整備計画の認定手続きについて（法第 51
条及び第 51 条の 2 関係）

　・�港湾環境整備計画に係る行政財産の貸付け（法第
51 条の 3 関係）
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